
議案第７号 

 

 

   専決処分（大田市税条例の一部を改正する条例制定）の承認に

ついて 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれ

を報告し、承認を求める。 

 

 

令和４年６月６日提出 

 

 

                 大田市長 楫 野 弘 和   

 

専決事項 

 

 大田市税条例の一部を改正する条例 

 

  専決年月日  令和４年３月３１日 
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（参考資料） 

 

  地方自治法（抜粋） 

 

 〔長の専決処分〕 

第１７９条 普通地方公共団体の議会が成立しないとき、第１１３条

ただし書の場合においてなお会議を開くことができないとき、普通

地方公共団体の長において議会の議決すべき事件について特に緊急

を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかである

と認めるとき、又は議会において議決すべき事件を議決しないとき

は、当該普通地方公共団体の長は、その議決すべき事件を処分する

ことができる。ただし、第１６２条の規定による副知事又は副市町

村長の選任の同意及び第２５２条の２０の２第４項の規定による第

２５２条の１９第１項に規定する指定都市の総合区長の選任の同意

については、この限りでない。 

２ 略 

３ 前２項の規定による処置については、普通地方公共団体の長は、

次の会議においてこれを議会に報告し、その承認を求めなければな

らない。 

４ 略 
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専決第３号 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より、大田市税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和４年３月３１日 

 

大田市長  楫 野 弘 和   

 

大田市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

令和４年３月３１日 

 

大田市長  楫 野 弘 和   

 

大田市条例第１５号 

大田市税条例の一部を改正する条例 

大田市税条例（平成１７年大田市条例第５４号）の一部を次のよう

に改正する。 

第４８条第９項中「第３２１条の８第６０項」を「第３２１条の８

第６２項」に、「同条第６０項」を「同条第６２項」に改め、同条第

１５項中「第３２１条の８第６９項」を「第３２１条の８第７１項」

に改める。 

第７３条の２中「固定資産課税台帳」の次に「（同条第１項ただし

書の規定による措置を講じたものを含む。）」を加える。 

第７３条の３中「事項の証明書」の次に「（同条ただし書の規定に

よる措置を講じたものを含む。）」を加える。 

附則第１０条の２第２項中「４分の３」を「５分の４」に改め、同

条第３項中「附則第１５条第１６項」を「附則第１５条第１５項」に
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改め、同条第４項中「附則第１５条第２３項」を「附則第１５条第２

２項」に改め、同条第５項中「附則第１５条第２４項第１号」を「附

則第１５条第２３項第１号」に改め、同条第６項中「附則第１５条第

２４項第２号」を「附則第１５条第２３項第２号」に改め、同条第７

項中「附則第１５条第２４項第３号」を「附則第１５条第２３項第３

号」に改め、同条第８項中「附則第１５条第２５項第１号」を「附則

第１５条第２４項第１号」に改め、同条第９項中「附則第１５条第２

５項第２号」を「附則第１５条第２４項第２号」に改め、同条第１０

項中「附則第１５条第２７項第１号イ」を「附則第１５条第２６項第

１号イ」に改め、同条第１１項中「附則第１５条第２７項第１号ロ」

を「附則第１５条第２６項第１号ロ」に改め、同条第１２項中「附則

第１５条第２７項第１号ハ」を「附則第１５条第２６項第１号ハ」に

改め、同条第１３項中「附則第１５条第２７項第１号ニ」を「附則第

１５条第２６項第１号ニ」に改め、同条第１４項中「附則第１５条第

２７項第２号イ」を「附則第１５条第２６項第２号イ」に改め、同条

第１５項中「附則第１５条第２７項第２号ロ」を「附則第１５条第２

６項第２号ロ」に改め、同条第１６項中「附則第１５条第２７項第２

号ハ」を「附則第１５条第２６項第２号ハ」に改め、同条第１７項中

「附則第１５条第２７項第３号イ」を「附則第１５条第２６項第３号

イ」に改め、同条第１８項中「附則第１５条第２７項第３号ロ」を「

附則第１５条第２６項第３号ロ」に改め、同条第１９項中「附則第１

５条第２７項第３号ハ」を「附則第１５条第２６項第３号ハ」に改め、

同条第２０項中「附則第１５条第３０項」を「附則第１５条第２９項

」に改め、同条第２１項中「附則第１５条第３４項」を「附則第１５

条第３３項」に改め、同条第２２項中「附則第１５条第３５項」を「

附則第１５条第３４項」に改め、同条第２３項中「附則第１５条第４

２項」を「附則第１５条第３９項」に改め、同条第２４項中「附則第

１５条第４６項」を「附則第１５条第４３項」に改め、同条中第２６

項を第２７項とし、第２５項を第２６項とし、第２４項の次に次の１

項を加える。 

２５ 法附則第１５条第４４項に規定する市町村の条例で定める割合
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は、４分の３とする。 

附則第１０条の３第９項中「熱損失防止改修住宅」を「熱損失防止

改修等住宅」に、「熱損失防止改修専有部分」を「熱損失防止改修等

専有部分」に、「熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」

に改め、同条第１１項中「特定熱損失防止改修住宅又は」を「特定熱

損失防止改修等住宅又は」に、「特定熱損失防止改修住宅専有部分」

を「特定熱損失防止改修等住宅専有部分」に、「熱損失防止改修工事

」を「熱損失防止改修工事等」に改める。 

附則第１２条第１項中「１００分の５」の次に「（商業地等に係る

令和４年度分の固定資産税にあっては、１００分の２．５）」を加え

る。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の大田

市税条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和４年度以後の年

度分の固定資産税について適用し、令和３年度分までの固定資産税

については、なお従前の例による。 

２ 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間に取得された

地方税法等の一部を改正する法律（令和４年法律第１号）第１条の

規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第

１５条第２項に規定する施設又は設備に対して課する固定資産税に

ついては、なお従前の例による。 
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大田市税条例の一部改正に関する説明資料 

 

１ 改正の理由 

 

地方税法等の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

⑴ 法人市民税の申告納付及び固定資産税等の課税標準の特例の見

直しによる引用条項の移動に伴い、条文の項番号を改める。 

（第４８条、附則第１０条の２） 

 

⑵ 固定資産課税台帳の閲覧や固定資産課税台帳に記載されている

事項についての証明書を交付する場合において、固定資産課税台

帳に記載されている住所が明らかにされることにより、人の生命

や身体に危害を及ぼすおそれがあると認められる場合など固定資

産課税台帳を閲覧に供することや証明書を交付することが適当で

ないと認められる場合には、一定の措置を講ずることができるこ

ととする。 

（第７３条の２、第７３条の３） 

 

⑶ 固定資産税等における課税標準額の特例措置のうち、市町村の

条例で定めることとされた特例割合を次のとおり規定する。 

対 象 資 産 特例割合 

令和４年４月１日から令和６年３月３１日ま

での間に取得された下水道法に規定する公共

下水道を使用する者が設置した除害施設 

５分の４ 

（改正前４分の３） 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日ま

での間に特定都市河川浸水被害対策法の規定

により指定された貯留機能保全区域内にある

土地（指定された日から３年度間） 

４分の３ 

（新たに追加） 

（附則第１０条の２） 
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⑷ 省エネ改修を行った住宅に係る固定資産税の減額措置について、

対象を平成２６年４月１日以前（現行：平成２０年４月１日以

前）から所在する住宅とするとともに、工事費要件を５０万円超

から６０万円超に引き上げた上、その適用期限を令和６年３月３

１日まで２年間延長することとする。 

（附則第１０条の３） 

 

⑸ 土地に係る固定資産税の負担調整措置について、激変緩和の観

点から、令和４年度に限り、商業地等に係る課税標準額の上昇幅

を、評価額の２．５％（現行：５％）とする措置を講ずる。 

（附則第１２条） 

 

３ 施行期日 

 

令和４年４月１日から施行する。 
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議案第８号 

 

 

   専決処分（大田市都市計画税条例の一部を改正する条例制定）

の承認について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれ

を報告し、承認を求める。 

 

 

令和４年６月６日提出 

 

 

                 大田市長 楫 野 弘 和   

 

専決事項 

 

 大田市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

  専決年月日  令和４年３月３１日 
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（参考資料） 

 

  地方自治法（抜粋） 

 

 〔長の専決処分〕 

第１７９条 普通地方公共団体の議会が成立しないとき、第１１３条

ただし書の場合においてなお会議を開くことができないとき、普通

地方公共団体の長において議会の議決すべき事件について特に緊急

を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかである

と認めるとき、又は議会において議決すべき事件を議決しないとき

は、当該普通地方公共団体の長は、その議決すべき事件を処分する

ことができる。ただし、第１６２条の規定による副知事又は副市町

村長の選任の同意及び第２５２条の２０の２第４項の規定による第

２５２条の１９第１項に規定する指定都市の総合区長の選任の同意

については、この限りでない。 

２ 略 

３ 前２項の規定による処置については、普通地方公共団体の長は、

次の会議においてこれを議会に報告し、その承認を求めなければな

らない。 

４ 略 
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専決第４号 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より、大田市都市計画税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定

する。 

 

令和４年３月３１日 

 

大田市長  楫 野 弘 和   

 

大田市都市計画税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

令和４年３月３１日 

 

大田市長  楫 野 弘 和   

 

大田市条例第１６号 

大田市都市計画税条例の一部を改正する条例 

大田市都市計画税条例（平成１７年大田市条例第５６号）の一部を

次のように改正する。 

附則第２項（見出しを含む。）中「附則第１５条第１６項」を「附

則第１５条第１５項」に改める。 

附則第３項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３４項」を「附

則第１５条第３３項」に改める。 

附則第４項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３５項」を「附

則第１５条第３４項」に改める。 

附則第５項（見出しを含む。）中「附則第１５条第４２項」を「附

則第１５条第３９項」に改める。 

附則第１５項を附則第１６項とする。 
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附則第１４項中「第１５項から第１９項まで、第２１項、第２２項、

第２６項、第３３項から第３５項まで、第３７項から第３９項まで、

第４２項若しくは第４３項」を「第１４項から第１８項まで、第２０

項、第２１項、第２５項、第３２項から第３６項まで、第３９項、第

４０項若しくは第４４項」に改め、同項を附則第１５項とする。 

附則第１３項中「附則第７項及び第９項」を「附則第８項及び第１

０項」に、「附則第７項及び第１０項」を「附則第８項及び第１１項

」に、「第１０項及び第１１項」を「第９項、第１１項及び第１２項

」に、「附則第１０項から第１２項まで」を「附則第１１項から第１

３項まで」に、「附則第１２項の「農地」」を「附則第１３項の「農

地」」に、「附則第１２項の「前年度分の」を「同項の「前年度分の

」に改め、同項を附則第１４項とし、附則第１２項を附則第１３項と

する。 

附則第１１項中「附則第７項」を「附則第８項」に改め、同項を附

則第１２項とする。 

附則第１０項中「附則第７項」を「附則第８項」に改め、同項を附

則第１１項とする。 

附則第９項中「附則第７項」を「附則第８項」に改め、同項を附則

第１０項とし、附則第８項を附則第９項とする。 

附則第７項中「１００分の５」の次に「（商業地等に係る令和４年

度分の都市計画税にあっては、１００分の２．５）」を加え、同項を

附則第８項とし、附則中第６項を第７項とし、第５項の次に次の１項

を加える。 

（法附則第１５条第４４項の条例で定める割合） 

６ 法附則第１５条第４４項に規定する市町村の条例で定める割合は

４分の３とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の大田市都市計画税条例の規定は、令和４
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年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和３年度分まで

の都市計画税については、なお従前の例による。 
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大田市都市計画税条例の一部改正に関する説明資料 

 

 

１ 改正の理由 

 

地方税法等の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

⑴ 固定資産税等の課税標準の特例の見直しによる引用条項の移動に

伴い、都市計画税の課税標準額を規定する条文の項番号を改める。 

（附則第２項から第５項まで、附則第１５項） 

 

⑵ 固定資産税等における課税標準額の特例措置のうち、市町村の条

例で定めることとされた特例割合を次のとおり規定する。 

対象資産：令和４年４月１日から令和７月３１日までの間に特

定都市河川浸水被害対策法の規定により指定された

貯留機能保全区域内にある土地（指定された日から

３年度間） 

特例割合：４分の３ 

（附則第６項） 

 

⑶ 土地に係る都市計画税の負担調整措置について、激変緩和の観点

から、令和４年度に限り、商業地等に係る課税標準額の上昇幅を、

評価額の２．５％（現行：５％）とする措置を講ずる。 

（附則第８項） 

 

３ 施行期日 

 

令和４年４月１日から施行する。 
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